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食 物 ア レ ル ギ ー 児 の 給 食 に お け る 問 題 点

第2報: 保育 園 ・幼稚 園 への ア ンケー ト調 査
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要 旨

食物アレルギー児の集団生活における問題点を明らかにするため, 当院の診療圏内に存在する保育園 ・幼稚

園107施設を対象に給食に関するアンケー ト調査を行った. 食物アレルギーの有病率は2.26%で あった. 給食の対

応法は, 「献立からアレルゲンを含むものを除去 している」施設と 「除去食を提供している」施設を合わせると

89%に 上 り, 食物アレルギーの患児が多い施設ほど, 除去食を提供する傾向にあった. 一方, 食物アレルギー児

が通園している施設の42.2%で, 食物アレルゲンの誤食が経験されていた.

食物アレルギーの子供が通園している多くの園が除去食に取 り組んでいるが, このように, 知識 ・情報不足お

よび不注意からの誤食も多く経験されており, 保護者, 園, 医師間の更なる連携が必要なのではないかと考えら

れた.

はじめに

近年, 女性の社会進出は著しく, そのため保育園や

幼稚園を利用するケースが増えている. また, 小児の

アレルギー性疾患も近年増加傾向にある1). このこと

より, 保育園, 幼稚園などで集団生活を営むアレルギー

児は増加してきていると考えられる. これらの集団生

活では, 給食が提供されるのが通常であるため, アレ

ルギー性疾患, とりわけ食物アレルギーを持つ児への

給食の対応策が必要になってくる.

食物アレルギー児は, 平成7年度の厚生省ア レル

ギー総合研究事業の調査1)に よると, 小児の10.2%に

上ると報告されている. 食物アレルギーは, 加齢 と共

に耐性を獲得すると言われており, 実際の追跡調査で

も証明されている2). しかし, 集団生活に入るまでに

耐性を獲得できない児は, 給食の対応をどのようにす

るかという問題に直面する. そこで我々は, 食物アレ

ルギー児への給食の対応策を考えるにあたり, まず問

題点を明らかにするため, 集団生活における給食につ

いての実態を調査した.

対象と方法

当院の診療圏である, 愛 知郡長久手町, 尾 張旭市, 

瀬 戸市, 名 古屋市守山区, 名 東区, 日進 市, 愛知郡東

郷町に存在する保育園, 幼稚園, 託児 所を対象に, 園

での食物ア レルギー児の養育に関するアンケー ト調査

を実施 した.こ こでは, 給食に関する質問のみを示す

(表1).

ア ンケー ト用紙を各園に郵送 し, 園職員に よる記入

の後, 返送 してもらった. 調査期間は平成12年10, 月で

あった.

結 果

q)調 査 背景

ア ンケー ト用紙 を郵送 した157施 設 の うち, 107施

設, 68.2%か ら回収できた. この107施 設 の うち, 食 物

アレル ギー児 が通園 しているのは, 83施 設(77.6%)

であ った.

(2)食 物 ア レルギー罹患率

107施 設 に通園 している乳幼児は15,390人 で, うち食

物アレルギー児は349人(2.26%)で あ った. これ を年
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齢別にみ ると, 1歳未 満の乳児で最 も頻度が高 く11.6%

で, 以後 年齢 と共に罹患率の低下を認めた(図1).

(3)食 物 ア レルギーによる症状

食物ア レル ギー児 が通 園 している83施 設 で把握 し

ているアレル ギー症状は, ア レル ゲンを摂取すると「皮

膚が痒 くなる」, 「ア トピー性皮膚炎が増悪す る」な ど

の皮膚症状が最多で, 74施 設(89.2%)で 認 められた.

(図2).

(4)給 食 の対応法

これ らのアレルギー症状を呈す る食物アレルギー児

に対する, 各 園の給食 の対応法 を図3に 示す. 無 回 答

の1施 設 を除 く, 82施 設 での解析を行った.「 献立から

アレルゲンを含む ものを除去する」施設が最多で, 62

施設(75.6%)で, この うち29施 設 では, 「不足分は弁

当も適宜持参」 してきてもらう方法をとっていた.原

材料 にア レル ゲンを含まない「除去食 を提供 している」

施設が11施 設(13.4%)と 続 き, 8施 設(9.8%)で は, 

給食 ではな く, 各 園児が 「除去食の弁当を持参」 して

いた(図3A).

これ らの対応法を各園の食物ア レル ギー児の比率で

比較すると, 「献立からア レル ゲンを含む ものを除去 し

ている」施設では, 食物 アレル ギー児 の比率が2.06%

と他 の対応を している施設 より有意に低かった.ま た, 

「除 去食 の提供を してい る」施設 の比率は3.95%と 最

も高かった(図3B).

(5)食 物アレルゲンの誤食頻度

前述 したように, 各園では様々な方法で食物アレル

ギー児への給食に対応し, アレルギー症状の発現を防

ぐ努力をしているが, それにもかかわらず, 食物アレ

表1. アンケー ト調査用紙

図1 レ年齢別食物アレルギー羅患率(107園)

(1t6%)(6.796)(4.796)

<1歳 1歳 2歳

-89 -84 -84

(2.0%)(1.8%)(1.7%)

3歳 4歳 5歳

ア レル ギー児; 349入

擢 患率; 2.26%



園への食物ア レルギー児の給食に関す るア ンケー ト調査 529

ル ゲ ンの誤食, そ れによるア レルギー症状発現は防止

困難である.

そ こで, 次 に食物アレルゲンの誤食の実態を示す.

ア レルゲンの誤食は, 食物ア レルギー児が通園 してい

る83施 設中35施 設, 42.2%で 経験 されていた(図4A).こ

れ をそれぞれの給食への対応法別 に検討す ると, 「献立

からアレルゲンを含む ものを除去 し, 不足分は弁当持

参」す る施設 での誤食 が最多で, 14施 設(48.3%)で

経験 されていた. しか し, そ れぞれの給食への対応法

に 占める割合で検討する と, 「除去食の提供」をして

いる, 11施 設 中7施 設で誤食が経験 されてお り, 63.6%

と最 も頻度が高いことが分かった(図4B).

(6)食 物ア レルゲン誤食の原因

アレルゲンの誤食をするに至った原因は, 「除去食を

提供 したが, 後 で調べた らア レルゲンが入っていた」

図2. 園 で把握 している食物ア レルギーの症状(n=83)

皮膚症状

韓麻疹

アナフィラ
キシー

喘息発作

消化器症状
・お腹が痛くなる
・吐いたり下痢する

図3. 給食の対応法と食物アレルギー児比率の関係

A. 各園における給食の対応法(n=82)

園 献立からアレルゲンを含むものを除去している

■ア レルゲンを含むものを除去し、不足分は弁当も適宜持参

■除 去食の提供をしている

■除 去食の弁当を持参

□本 人が食べずに帰る

B. 給食の対応と

食物アレルギー児比率(n=82)

p<O.005

p<O.005

給食の対応法
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場合が最多で, 34.3%で あ った.「 献立からアレルゲン

を含 む ものを除いたが, 後 で調べた らア レル ゲンが

入 っていた」場合が これに続 き, 22.9%で あ った.つ

ま り, この2つ を合わせた 「ア レル ゲンを除いたつも

りで も, 後 で調べた らア レルゲンが入っていた」場合

が57.2%に も上った.ま た, これ とほぼ同率の51.4%で

は, 何 らかの対応法により 「アレルゲンの除去 が確実

に行われていたが, 患児が他児の給食 を食べて しまっ

た」場合であった(図5).

(7)食 物 ア レルゲン誤食時の症状

食物アレルゲンの誤食時に認め られた症状は, 皮 膚

症状が最多で54.3%の 施設 で認め られていた.そ の反

面, 無症状で経過 した例を経験 した施設 も約50%あ り, 

これ は摂取量の問題 とア レルゲン誤認の可能性 を示唆

す る結果であった. (図6).

(8)食 物 ア レルゲ ン誤食時の対応

では, 実際に園で食物ア レルゲンの誤食があった場

合, どのよ うに対応 したかを示す. ア レルゲンの誤食

が起 こった場合は, ほ とん どが 「保護者に連絡する」

とい った対応が とられていた. そ の他, 14.3%で 「持

参 している内服薬 を飲 ませた」, 5.7%で 「病院へ搬送

した」といった対応が とられていた.対 応法とその時

のア レルギー症状を対比 してみると, 「病院へ搬送 し

た」場合に認められた症状は, 2例 とも皮膚症状であっ

た. 一方, 「持 参 している内服薬を飲ませた」場合の3

例 の うち1例 は, アナ フィラキシーであった.こ の1例

は, す べ ての魚 肉 ・ね り製品の摂取によりアナフィラ

キシー を起 こす児で, そ のね り製 品が細か く刻 んで

入 ってお り, 除いたつも りが残っていた. 摂 取直後に

皮膚症状が出現 したため, 持 参 している内服薬を投与

した ところ, 皮 膚症状が消えていき, 他 症状は出現 し

なかったため, 病院へは搬送 しなかった例であった.

2次 調査が不可能なので, これ以上の詳細は不明だが, 

児 は卵ア レル ギーによるアナフィラキシーも考えられ

る(図7).

(9)園 か らの意見

アンケー トの最後に, 園職員の方々に自由に意見を

述べてもらった.「アレルゲンの除去について医師間で

の統一が図れていないので意思統一をして欲 しい」と

い う意見が最も多かった.ま た, 「親 の判断 のみでの

不必要なア レルゲン除去 も受け入れ ざるを得ない現状

を改善 したい」 とい う意見も同数で認められた. その

他には, 「園への食物アレルギーに関する正確な知識・

図4. 食物 ア レルゲンの誤食

A. 食物アレルゲンの誤食頻度

B. 給食の対応別
食物アレルゲンの誤食頻度

■ア レルゲンを除去し、不足分は弁当持参

■献 立からアレルゲンを除去している

■除 去食の提供

■除 去食の弁当持参

(n=29)(n=33)(n=11)(=8)
給食の対応法
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情 報 」の提供 を求める意見, 「医師 との連携」を求 め

る意見, 「ア レルギー児用のマニュアル」を求める意

見が認め られるな ど, 保 育園, 幼稚 園での苦慮がうか

がわれた(図8).

考 察

近年, 小児 のア レルギー疾患は増加傾向にあ り, 食

物ア レルギー児 も増加 していると思われ るD.そ れに

伴い, 給 食を提供する施設に, 食物ア レルギー児 に対

す る給食の対応法が新たに求められるようになってき

た. 現 在, 献 立か らア レルゲンを含むものを除去する, 

除 去食 を提供するな どといった対応が されてきている

が, 施 設によって対応が様 々であ り, ア レル ゲン除去

の不備等のために, 時 としてアレルゲンの誤食が経験

図5. 食物 ア レルゲンの誤食の原因(n=35)

図6. 食 物 ア レルゲンの誤食時の症状(n=35)

皮膚症状

無症状

尊麻疹

喘息発作

アナフィラキシー

消化器症状
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されているのも事実である. 地域によっては, 充実し

た除去食の提供を行っている施設も見られるが3,4), 

これは保護者, 園職員, 栄養士, 調理師, 小児科医等

の長年の努力, 善意に依存しており, 公的な介入は全

くないのが現状である. 行政の管理が行き届いていな

いことも, 安全な除去食の確立, 普及が遅れている要

因のひとっと考えられる. 先人達の努力により, 平成

13年4月よりアレルゲンとなる原材料の表示が義務化

されることになったように, 今後は, 食物アレルギー

児とその周囲だけが取 り組むのではなく, アレルギー

代替食品のコス トダウン, 除去食を提供する施設への

経済的な援助など, 行政からの管理, 支援も必要であ

ると考えられた. 

また, アンケー トからは21.7%の 施設でアナフィラ

図7. 食物アレルゲンの誤食時の対応(n=35)

症状がなかったため、
後で保護者に連絡した

症状が出たため、
直ちに保護者に連絡 した

症状がなかったが、
直ちに保護者に連絡 した

症状が出たため、
直ちに内服薬を飲ませた

症状がなかったが、
直ちに内服薬を飲ませた

症状が出たため、
直ちに病院へ搬送した

・アナフィラキシー
・喘息発作、奪麻疹
・奪麻疹、皮膚が痒 くなった

・葬麻疹
・ 皮膚が痒くなった

図8. 園 か ら医師 ・行政 ・社会への意見

除去に対して医師の間でも
意思の統一がなされていない

親の判断のみで除去を希望する

園へのアレルギーの知識 ・情報

医師との連携がもっと必要

アレルギー児用のマニュアル

学校でも対応 してほしい

アレルギー児専門園の設立

アレルギーの研究の進歩

給食だけでは限界を感じる
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キシーを呈する危険のある患児が通園しているという

結果であった. 給食の対応法の情報は, 各園の宣伝に

つなが り, 経営に関係することから, 記名式では給食

の対応をしていない園からの回収が少なくなると考

え, 今回のアンケー ト調査では回収率をあげるために

無記名式 とした. よって, 2次調査は不可能であり, 

アナフィラキシーを呈する危険のある患児が通園する

施設の頻度は不正確である. また, 今回のアンケー ト

調査では, 園が患児の症状を把握する方法も聞いてお

り, 結果は示していないが, 保護者からの申告が63%

を占め, このことからは保護者が患児の症状を園側に

正確に伝えているかどうかも疑問である. よって, 真

のアナフィラキシーショックを呈する危険のある患児

は, 実際にはもっと少ないと考えられるが, その誤食

によって出現した症状に対しての対応法は統一されて

いない. 医療従事者以外のエピネフリンの皮下注射が

認められていないため, 個々の医師がそれに代わる最

善の対処法を工夫して, 保護者あるいは園に指示して

いるためであろう. また, 誤食をしても無症状で経過

する例も約半数の施設で経験されていた. 摂取量が少

ないため症状がでなかった場合も考えられ, またその
一方で耐性獲得を医療機関で確認することなく, 除去

を続けているという, アレルゲンを誤認 している場合

もあると考えられた. また, 園から自由に述べてもらっ

た意見から, 親だけの判断に基づく不必要な食物アレ

ルゲン除去をそのまま受け入れざるを得ない園側の現

状があることも明らかとなった. 食物アレルギーの子

供が通園している多くの園が除去食に取り組んでいる

が, このように, 知識 ・情報不足および不注意からの

誤食も多く経験されており, 保護者, 園, 医師間の更

なる連携が必要なのではないかと考えられた. 

本稿の要旨は第1回 食物アレルギー研究会(2000. 

11. 11, 東京)に おいて報告した. 
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SUMMARY 

THE PROBLEM OF SCHOOL LUNCH IN CHILDREN WITH FOOD ALLERGY 

PART-2, QUESTIONNAIRES ON SCHOOL LUNCH TO PRESCHOOLS 

Nobuko Kawakami1), Hiroatsu Agata1), Mina Takeuchi1),

Masahito Tsurusawa1), Takeo Fujimoto1), Jun Tanaka2)

Department o f Pediatrics, Aichi Medical University School of Medicine1), Tanaka Pediatric Clinic2)

We investigated questionnaires on a school lunch to 107 day nurseries or kindergartens around our hospital in 

order to find problems of it for children with food allergy. The rate of children with food allergy was 2. 26%. Out of 82 

preschools, 73 (89.0%) removed foods with food allergens from lunch or provided elimination diets avoiding food 
allergens. The higher the rate of children with food allergy was, the more patients were provided elimination diets 

avoiding food allergens. Thirty-five (42.2%) of 83 preschools experienced that patients ingested food allergens by 

accident. 

From our investigation, it is recognized that pediatricians should take care of patients communicating with parents 

and the staff of preschools. 


